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(57)【要約】
【課題】発光管の冷却効率を向上できる光源装置及びプ
ロジェクターを提供すること。
【解決手段】内部に一対の電極が配置された発光部５１
１を有し、当該一対の電極間で放電発光する発光管５１
と、当該発光管５１を内部に収納する収納体（ハウジン
グ）５７とを有する光源装置５であって、収納体５７は
、発光管５１が収納される収納空間ＲＳと、当該収納体
５７外から導入された冷却流体（冷却空気）を収納空間
ＲＳ内に流通させる複数の開口部（送出口）６５４とを
有し、複数の開口部６５４は、当該開口部６５４を通過
する冷却流体をそれぞれ発光部５１１上方の衝突位置Ｃ
Ｐにて衝突させる位置に形成されている。
【選択図】図１６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内部に一対の電極が配置された発光部を有し、当該一対の電極間で放電発光する発光管
と、当該発光管を内部に収納する収納体とを有する光源装置であって、
　前記収納体は、
　前記発光管が収納される収納空間と、
　当該収納体外から導入された冷却流体を、前記収納空間内に流通させる複数の開口部と
を有し、
　前記複数の開口部は、当該開口部を通過する前記冷却流体をそれぞれ前記発光部上方の
衝突位置にて衝突させる位置に形成されている
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の光源装置において、
　前記複数の開口部は、それぞれ略同じ流速の冷却流体を通過させる
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の光源装置において、
　前記発光部における前記一対の電極のうちの一方の電極側を所定の隙間を空けて覆い、
かつ、入射された光を他方の電極側に反射させる第１反射部材を備える
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のいずれかに記載の光源装置において、
　前記発光管は、前記発光部の少なくとも一方の端部から延出する封止部を有し、
　当該光源装置は、前記封止部に取り付けられ、前記発光部から出射された光を反射させ
る略凹曲面状の反射面を有する第２反射部材を備える
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項５】
　請求項１から請求項４のいずれかに記載の光源装置において、
　前記複数の開口部は、それぞれ前記発光管より上側に位置している
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項６】
　請求項１から請求項４のいずれかに記載の光源装置において、
　前記複数の開口部は、それぞれ前記発光管より下側に位置している
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項７】
　請求項５又は請求項６に記載の光源装置において、
　前記複数の開口部は、前記発光管を挟んで略対称位置に形成され、
　それぞれ略対称位置に形成された前記開口部は、当該光源装置から出射される光束の光
軸直交面内に対して略同じ角度傾斜した方向に前記冷却流体を通過させる
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項８】
　請求項１から請求項７のいずれかに記載の光源装置において、
　前記複数の開口部は、それぞれスリット状に形成されている
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項９】
　請求項１から請求項８のいずれかに記載の光源装置において、
　当該光源装置外の冷却流体を前記複数の開口部に導くダクトを備え、
　前記ダクトは、当該ダクトの終端側に配置される板状部材を有し、
　前記板状部材は、前記冷却流体が通過する複数の孔を有する
　ことを特徴とする光源装置。
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【請求項１０】
　請求項１から請求項８のいずれかに記載の光源装置において、
　当該光源装置外の冷却流体を前記複数の開口部に導くダクトを備え、
　前記ダクトは、当該ダクトの終端側に、当該ダクトの平均断面積より小さい断面積を有
し、前記冷却流体が通過する通過口を有する
　ことを特徴とする光源装置。
【請求項１１】
　請求項１から請求項１０のいずれかに記載の光源装置と、
　前記光源装置から出射された光束を変調する光変調装置と、
　変調された前記光束を投射する投射光学装置とを備える
　ことを特徴とするプロジェクター。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光源装置及びプロジェクターに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、光源装置と、当該光源装置から出射された光束を変調して画像情報に応じた画像
光を形成する光変調装置と、当該画像光をスクリーン等の投射面上に拡大投射する投射光
学装置とを備えたプロジェクターが知られている。このうち、光源装置には、超高圧水銀
ランプ等の放電型の発光管が採用される場合が多く、当該発光管は、発光時に高温状態と
なる。
　具体的に、当該発光管は、略球状を有する発光部を有し、当該発光部の内部には、一対
の電極と、水銀等の発光物質とが封入される。このような発光管の点灯時には、発光部に
おいては、上部が最も温度が高い位置となり、下部が最も低い位置となる。このような発
光部上部の高温状態が継続すると失透が生じやすくなる一方で、当該上部と下部との温度
差が大きくなると黒化が生じやすくなり、発光管が劣化しやすくなる。
【０００３】
　このような問題に対し、発光部上部に冷却空気を直接送風する構成が知られている（例
えば、特許文献１参照）。
　この特許文献１に記載のランプユニットは、リフレクター及び電源バルブ（発光管）を
有する放電ランプと、当該放電ランプが取り付けられるランプホルダーとを備える。この
ランプホルダーは、吸気口が形成された底面支持部を有し、底面支持部には、風向変更板
が回動自在に支持されている。
【０００４】
　そして、この特許文献１に記載のプロジェクターでは、風向変更板によって冷却空気の
風向が規制され、当該冷却空気が、吸気口を介して、電源バルブのバルブ中心部の上側の
高温となる部位に送風され、当該部位を冷却する。
　なお、当該特許文献１に記載のプロジェクターでは、例えば、机等の設置面に載置され
る正置き姿勢、及び、当該正置き姿勢とは上下が逆になるように天井等に固定される天吊
り姿勢のいずれの姿勢であっても、風向変更板が回動することで、発光部の上部に冷却空
気を送風する構成となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－１８９２４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載のランプユニットでは、バルブ中心部の高温となる部
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位に冷却空気を直接送風しているため、冷却効率が低いという問題がある。
　ここで、冷却対象の冷却において、熱伝達率を改善して伝熱促進を行う方法としては、
冷却対象の温度境界層を薄膜化することにより、当該冷却対象から冷却流体への熱伝達を
促進する方法が挙げられる。この方法では、温度境界層の厚さは、冷却対象に沿う方向の
流速の平方根に逆比例するため、冷却対象の温度をより低下させるには、当該冷却流体の
流速を更に上げればよい。このためには、冷却流体が冷却空気の場合、当該冷却空気を送
風するファンを大型化するか、或いは、ファンの回転速度を上げる必要がある。
　しかしながら、前者の場合には、プロジェクターの小型化が阻害されるという問題があ
り、後者の場合には、ファンの駆動音及び風切音等の騒音が大きくなるという問題がある
。このような問題から、発光管の冷却効率を向上できる他の構成が要望されてきた。
【０００７】
　本発明の目的は、発光管の冷却効率を向上できる光源装置及びプロジェクターを提供す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記した目的を達成するために、本発明の光源装置は、内部に一対の電極が配置された
発光部を有し、当該一対の電極間で放電発光する発光管と、当該発光管を内部に収納する
収納体とを有する光源装置であって、前記収納体は、前記発光管が収納される収納空間と
、当該収納体外から導入された冷却流体を、前記収納空間内に流通させる複数の開口部と
を有し、前記複数の開口部は、当該開口部を通過する前記冷却流体をそれぞれ前記発光部
上方の衝突位置にて衝突させる位置に形成されていることを特徴とする。
【０００９】
　なお、発光管としては、超高圧水銀ランプ等の放電発光型の光源ランプを例示できる。
　本発明によれば、複数の開口部を通過した冷却流体が、発光部上方の衝突位置にて衝突
することで、発光管が収納される収納空間内に、当該衝突位置から離散的に拡散される乱
流及び旋回流を含む衝突噴流が生じる。これによれば、当該衝突噴流が発光部に送風され
ることで、当該発光部に沿って冷却流体が流通する場合に比べ、発光部と冷却流体との熱
伝達を向上させることができる。従って、発光管の冷却効率を向上でき、ひいては、当該
発光管の長寿命化を図ることができる。
　また、発光管の点灯時に高温となりやすい発光部における上部（発光部上部）に、衝突
噴流を確実に送出できる。従って、発光部、ひいては、発光管の冷却効率を一層向上でき
るほか、発光部上部と下部との温度差を小さくできるので、発光管の劣化を抑制できる。
【００１０】
　本発明では、前記複数の開口部は、それぞれ略同じ流速の冷却流体を通過させることが
好ましい。
　本発明によれば、各開口部が、それぞれ同じ流速の冷却流体を通過させるので、当該冷
却流体が衝突する衝突位置を容易に制御できる。このほか、当該衝突位置にて生じる衝突
噴流の流速分布に偏りが生じることを抑制できるので、当該衝突噴流を発光部に確実に送
出できる。従って、発光管の冷却効果を一層高めることができる。
【００１１】
　本発明では、前記発光部における前記一対の電極のうちの一方の電極側を所定の隙間を
空けて覆い、かつ、入射された光を他方の電極側に反射させる第１反射部材を備えること
が好ましい。
　ここで、一対の電極間で生じた光は、当該電極間の略中央から放射状に出射される。こ
のため、当該光により所定の照明領域を照明する場合には、照明領域とは反対側に出射さ
れて、当該照明領域内に入射されない光が発生することとなり、光の利用効率が低い。
　これに対し、本発明では、光源装置が第１反射部材を備えることにより、発光部から出
射された光のうち、一方の電極側に出射された光を他方の電極側に反射させることができ
る。従って、光源装置から出射された光を前述の照明領域を入射させやすくすることがで
き、光の利用効率を向上できる。
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【００１２】
　一方、第１反射部材が、所定の隙間を空けて発光部を覆うため、当該発光部上部に冷却
流体を直接送出すると、当該第１反射部材により冷却流体が遮られてしまうため、第１反
射部材により覆われた発光部の領域が適切に冷却されなくなる。
　これに対し、本発明では、発光部上方の衝突位置にて発生した乱流及び旋回流を含む衝
突噴流が、当該発光部と第１反射部材との間の隙間に流入するので、第１反射部材により
覆われた発光部の領域を冷却することができる。従って、発光部から出射された光の利用
効率を向上できるとともに、発光管全体の冷却効率を向上できる。
【００１３】
　本発明では、前記発光管は、前記発光部の少なくとも一方の端部から延出する封止部を
有し、当該光源装置は、前記封止部に取り付けられ、前記発光部から出射された光を反射
させる略凹曲面状の反射面を有する第２反射部材を備えることが好ましい。
　ここで、第１反射部材が設けられている場合には、第２反射部材は、発光部を挟んで第
１反射部材とは反対側に取り付けられることが好ましい。
【００１４】
　本発明によれば、光源装置が、発光管の封止部に取り付けられる第２反射部材を備える
ことにより、前述の第１反射部材の場合と同様に、光の利用効率を向上できる。
　また、当該光源装置が、第１反射部材及び第２反射部材を備え、第２反射部材が第１反
射部材とは発光部を挟んで反対側に設けられている場合には、発光部から出射された光の
うち、一方の電極側に出射された光を第１反射部材により第２反射部材側に反射させるこ
とができ、凹曲面状の反射面を有する第２反射部材は、他方の電極側に出射された光と、
第１反射部材を介して入射される光とを一方向に反射させることができる。従って、発光
部から出射された光の略全てを第２反射部材で一方向に反射させることができるので、当
該光により前述の照明領域を照明する場合に、光の利用効率をより一層向上できる。
【００１５】
　更に、前述の衝突位置が、略凹曲面状の反射面近傍に設定されている場合には、各開口
部から送出された冷却流体を、当該反射面に沿って流通させることができる。これによれ
ば、当該反射面をガイドとして利用することで、各開口部から送出された冷却流体を衝突
位置にて確実に衝突させることができる。従って、当該衝突位置、すなわち、衝突噴流の
発生位置の制御を一層容易に行うことができる。
【００１６】
　また、衝突位置が発光部の上方で、かつ、当該発光部の中心から第２反射部材に近接し
た位置に設定されている場合には、当該衝突位置で発生した衝突噴流は、第２反射部材で
折り返されて、発光部に向かって流通する。これによれば、当該発光部に送出される冷却
流体の流量を増加させることができる。従って、発光部、ひいては、発光管の冷却効率を
更に一層高めることができる。
【００１７】
　本発明では、前記複数の開口部は、それぞれ前記発光管より上側に位置していることが
好ましい。
　本発明によれば、各開口部が発光管より上側に位置していることにより、当該各開口部
が発光管の下側に位置する場合に比べ、各開口部から発光部の上方に設定された衝突位置
までの冷却流体の流路を短縮できる。これによれば、各開口部からの冷却流体の流速が大
きく損なわれることなく、当該冷却流体を衝突させることができるので、流速の高い衝突
噴流を生じさせることができる。従って、流速の高い衝突噴流を発光部に送出することが
でき、発光管の冷却効率をより一層高めることができる。
【００１８】
　本発明では、前記複数の開口部は、それぞれ前記発光管より下側に位置していることが
好ましい。
　本発明によれば、各開口部が発光管より下側に位置していることにより、当該各開口部
から前述の衝突位置までの冷却空気の流路が長くなり、当該冷却空気の流通過程で収納空
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間内の空気が撹拌されるので、発光管全体の冷却効果を向上できる。
【００１９】
　本発明では、前記複数の開口部は、前記発光管を挟んで略対称位置に形成され、それぞ
れ略対称位置に形成された前記開口部は、当該光源装置から出射される光束の光軸直交面
内に対して略同じ角度傾斜した方向に前記冷却流体を通過させることが好ましい。
　本発明によれば、冷却流体を通過させる各開口部が、発光管を挟んで略対称位置に配置
されていることにより、当該各開口部から発光部の上方に設定された衝突位置までの寸法
（距離）をそれぞれ略同じにできる。これによれば、衝突噴流の流速分布が、一方の開口
部側に偏ることを抑制できる。この際、衝突位置に向かって流通する冷却流体は、各開口
部から略同じ角度傾斜した方向に送出されるので、前述の衝突噴流の流速分布の偏りを一
層抑制できる。従って、当該衝突噴流を発光部に確実に送出することができ、発光管の冷
却効率をより一層高めることができる。
【００２０】
　本発明では、前記複数の開口部は、それぞれスリット状に形成されていることが好まし
い。
　本発明によれば、各開口部からは、薄い膜状（帯状）の冷却流体が送出されるので、開
口部から送出される冷却流体の流れを安定化することができ、当該冷却流体の流通方向を
容易に制御できる。また、スリット状の開口部により、絞られた状態で冷却流体が送出さ
れることとなるので、衝突位置に至る冷却流体の圧力低下を抑制でき、前述の衝突噴流を
確実に発生させることができる。
【００２１】
　本発明では、当該光源装置外の冷却流体を前記複数の開口部に導くダクトを備え、前記
ダクトは、当該ダクトの終端側に配置される板状部材を有し、前記板状部材は、前記冷却
流体が通過する複数の孔を有することが好ましい。
　本発明によれば、ダクト内を流通した冷却流体が板状部材の孔を通過することにより、
当該冷却流体の流通方向に直交する面内の圧力を均一化できる。従って、各開口部に冷却
流体を均等に分流させることができるので、当該各開口部を介して同じ流量の冷却流体を
流通させやすくすることができ、前述の衝突噴流の偏りを一層抑制できる。
【００２２】
　或いは、本発明では、当該光源装置外の冷却流体を前記複数の開口部に導くダクトを備
え、前記ダクトは、当該ダクトの終端側に、当該ダクトの平均断面積より小さい断面積を
有し、前記冷却流体が通過する通過口を有することが好ましい。
　本発明によれば、ダクト内を流通した冷却流体が前述の開口部に至るまでの間に、当該
ダクトの平均断面積より小さい断面積を有する通過口が形成されている。これによれば、
当該通過口を冷却流体が通過することにより、当該冷却流体の流通方向に直交する面内の
圧力を均一化できる。従って、前述の場合と同様に、各開口部に冷却流体を均等に分流さ
せることができるので、当該各開口部から同じ流量の冷却流体を送出しやすくすることが
でき、前述の衝突噴流の偏りを一層抑制できる。
【００２３】
　また、本発明のプロジェクターは、前述の光源装置と、前記光源装置から出射された光
束を変調する光変調装置と、変調された前記光束を投射する投射光学装置とを備えること
を特徴とする。
　本発明によれば、前述の光源装置と同様の効果を奏することができるほか、発光管の長
寿命化を図ることができるので、光源装置の交換周期を延長することができ、プロジェク
ターのメンテナンスの手間を省略できる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の第１実施形態に係るプロジェクターの構成を示す模式図。
【図２】前記実施形態における光源ランプ及び主反射鏡を示す縦断面図。
【図３】前記実施形態における光源装置を示す斜視図。
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【図４】前記実施形態におけるダクトを示す図。
【図５】前記実施形態におけるダクトを破断させた状態の光源装置を示す斜視図。
【図６】前記実施形態におけるダクトを破断させた状態の光源装置を示す斜視図。
【図７】前記実施形態における光源装置を示す縦断面図。
【図８】前記実施形態における第１本体部を示す斜視図。
【図９】前記実施形態における第１本体部を示す斜視図。
【図１０】前記実施形態における第１本体部を示す平面図。
【図１１】前記実施形態における光源装置の縦断面を示す模式図。
【図１２】前記実施形態における光源装置の横断面を示す模式図。
【図１３】前記実施形態におけるダクト内を流通する冷却空気の流路を示す模式図。
【図１４】前記実施形態における第１本体部内に導入される冷却空気の流路を示す模式図
。
【図１５】前記実施形態における送出口を通過する冷却空気の流路を示す模式図。
【図１６】前記実施形態における送出口を通過する冷却空気の流路を示す模式図。
【図１７】前記実施形態における衝突噴流の流れを示す模式図。
【図１８】前記実施形態の変形である光源装置を示す斜視図。
【図１９】本発明の第２実施形態に係るプロジェクターが有する光源装置の縦断面を示す
模式図。
【図２０】本発明の第３実施形態に係るプロジェクターが有する光源装置の縦断面を示す
模式図。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　〔第１実施形態〕
　以下、本発明の第１実施形態について、図面に基づいて説明する。
　〔プロジェクターの構成〕
　図１は、本実施形態に係るプロジェクター１Ａの構成を示す模式図である。
　本実施形態に係るプロジェクター１Ａは、内部に設けられた光源から出射された光束を
変調して、画像情報に応じた画像光を形成し、当該画像光をスクリーン等の被投射面上に
拡大投射するものである。このプロジェクター１Ａは、図１に示すように、外装を構成す
る外装筐体２と、当該外装筐体２内に収納配置される装置本体３とを備える。
　このうち、外装筐体２は、天面（図示省略）、正面２Ｂ、背面２Ｃ、左側面２Ｄ、右側
面２Ｅ及び底面（図示省略）を有する平面視略矩形状に形成され、当該底面には、複数の
脚部（図示省略）が設けられている。そして、プロジェクター１Ａは、これら脚部が設置
面に接するように配置されることで正置き姿勢となり、また、正置き姿勢とは上下を逆に
して底面を天井等に向けた状態で取り付けられることで天吊り姿勢となる。
【００２６】
　装置本体３は、光学ユニット４及び冷却装置ＣＵを備える。また、装置本体３は、図示
を省略したが、プロジェクター１Ａの各構成部材に電力を供給する電源装置、及び、プロ
ジェクター１Ａの各構成部材の動作を制御する制御装置等を備える。
　このうち、冷却装置ＣＵは、複数のファンＦ１～Ｆ４により構成され、外装筐体２外か
ら冷却流体である冷却空気を導入し、光学ユニット４、電源装置及び制御装置に当該冷却
空気を送風して、これら各装置を冷却する。これらファンＦ１～Ｆ４のうち、後述する投
射光学装置４５を挟むように配置された一対のファンＦ１，Ｆ２は、シロッコファンで構
成され、外装筐体２に形成された吸気口（図示省略）から外部の冷却空気を導入し、当該
冷却空気を後述する電気光学装置４４に送風する。
【００２７】
　また、後述する光源装置５近傍に配置されたファンＦ３，Ｆ４のうち、プロジェクター
１Ａの背面２Ｃ側に位置するファンＦ３はシロッコファンで構成され、外装筐体２内の冷
却空気を吸引して、光源装置５に送風する。
　更に、ファンＦ４は軸流ファンで構成され、光源装置５を冷却した空気を吸引して、プ
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ロジェクター１Ａの正面２Ｂに向かって排出し、ひいては、当該空気を正面２Ｂの排気口
２Ｂ１を介して外装筐体２外に排出する。なお、ファンＦ３は軸流ファンであってもよく
、ファンＦ４はシロッコファンであってもよい。また、排気口２Ｂ１は、外装筐体２のど
の面に形成されていてもよい。
【００２８】
　〔光学ユニットの構成〕
　光学ユニット４は、前述の制御装置による制御の下、画像情報に応じた画像光を形成し
、当該画像光を投射する。この光学ユニット４は、光源装置５、照明光学装置４１、色分
離光学装置４２、リレー光学装置４３、電気光学装置４４及び投射光学装置４５と、これ
ら各装置５，４１～４４を内部に設定された照明光軸Ａ上の所定位置に収納配置するほか
、投射光学装置４５を支持する光学部品用筐体４６とを備える。
【００２９】
　光源装置５は、光束を出射する。この光源装置５の構成については、後に詳述する。
　照明光学装置４１は、一対のレンズアレイ４１１，４１２、偏光変換素子４１３及び重
畳レンズ４１４を備える。
　色分離光学装置４２は、ダイクロイックミラー４２１，４２２及び反射ミラー４２３を
備え、リレー光学装置４３は、入射側レンズ４３１、リレーレンズ４３３及び反射ミラー
４３２，４３４を備える。
　電気光学装置４４は、フィールドレンズ４４１と、光変調装置としての３つの液晶パネ
ル４４２（赤色光用、緑色光用及び青色光用の液晶パネルを、それぞれ４４２Ｒ，４４２
Ｇ，４４２Ｂとする）と、それぞれ３つの入射側偏光板４４３、視野角補償板４４４及び
出射側偏光板４４５と、色合成光学装置としてのクロスダイクロイックプリズム４４６と
を備える。
　投射光学装置４５は、電気光学装置４４で変調された光束を拡大投射する。この投射光
学装置４５は、図示を省略するが、筒状の鏡筒内に複数のレンズが収納された組レンズと
して構成されている。
【００３０】
　このような光学ユニット４では、照明光学装置４１により、光源装置５から出射された
光束の照明領域内の照度が略均一化され、当該光束は、色分離光学装置４２により、赤（
Ｒ），緑（Ｇ），青（Ｂ）の３つの色光に分離される。これら分離された各色光は、各液
晶パネル４４２にて画像情報に応じてそれぞれ変調される。そして、当該各色光は、クロ
スダイクロイックプリズム４４６にて合成され、投射光学装置４５により投射面上に拡大
投射される。
【００３１】
　〔光源装置の構成〕
　図２は、光源装置５の光源ランプ５０及び主反射鏡５５を示す縦断面図である。なお、
以降の図及び説明では、プロジェクター１Ａを正置き姿勢とした場合に、光源装置５から
水平方向に沿って出射される光束の進行方向をＺ方向とする。また、当該Ｚ方向に直交す
る方向のうち、水平方向に沿い、かつ、Ｚ方向先端側から見て左方向をＸ方向とし、更に
、これらＺ方向及びＸ方向に直交する上方向（鉛直方向に対する反対方向）をＹ方向とす
る。すなわち、Ｘ，Ｙ，Ｚで示される各方向は、それぞれ互いに直交する。
　光源装置５は、図１及び図２に示すように、光を出射する光源ランプ５０と、主反射鏡
５５と、平行化凹レンズ５６（図１）と、これらを収納配置するハウジング５７（図１）
とを備える。
　このうち、平行化凹レンズ５６は、主反射鏡５５により収束される光束を照明光軸Ａに
対して平行化する。
【００３２】
　光源ランプ５０は、図２に示すように、石英ガラスにより形成された発光管５１と、当
該発光管５１に取り付けられる副反射鏡５２及びトリガー線５３とを備える。なお、この
ような発光管５１としては、高輝度発光する種々の放電光源ランプを採用することができ
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、例えば、メタルハライドランプ、高圧水銀ランプ及び超高圧水銀ランプ等を採用するこ
とができる。
【００３３】
　〔発光管の構成〕
　発光管５１は、電圧印加によって発光する光源であり、略球状に膨出する発光部５１１
と、発光部５１１の両端から互いに離間する方向に延出する一対の封止部５１２，５１３
（Ｚ方向基端側及び先端側の封止部を、それぞれ５１２，５１３とする）とを有する。
　このうち、発光部５１１の内部には、一対の電極Ｅ（Ｚ方向基端側及び先端側の電極を
、それぞれＥ１，Ｅ２とする）が配置され、当該一対の電極Ｅ間には、水銀、希ガス及び
少量のハロゲンを含む発光物質が封入された放電空間Ｓが形成されている。
【００３４】
　一対の封止部５１２，５１３の内部には、電極Ｅ１，Ｅ２にそれぞれ電気的に接続され
るモリブデン製の金属箔５１２１，５１３１が挿入され、当該一対の封止部５１２，５１
３における発光部５１１とは反対側の端部は、ガラス材料等で封止されている。これら各
金属箔５１２１，５１３１には、更にリード線５１４，５１５がそれぞれ接続され、当該
リード線５１４，５１５は、発光管５１の外部まで延出している。そして、これらリード
線５１４，５１５に電圧が印加されると、金属箔５１２１，５１３１を介して電極Ｅ１，
Ｅ２間に電位差が生じて放電が発生し、アーク像Ｄが形成されて発光部５１１内部が発光
する。
【００３５】
　〔主反射鏡の構成〕
　ここで、主反射鏡５５について説明する。
　主反射鏡５５は、本発明の第２反射部材に相当し、入射される光を反射させて、照明光
軸Ａ上の第２焦点に収束させるガラス製の一体成形品である。この主反射鏡５５は、封止
部５１２にセメント等の接着剤Ｂにより固定されている。このような主反射鏡５５には、
封止部５１２に沿って延出する略円筒状の首状部５５１と、当該首状部５５１から拡がる
凹曲面状の反射部５５２とが形成されている。
　このうち、反射部５５２において発光部５１１に対向する回転曲線形状の面には、金属
薄膜が蒸着された反射面５５２１が形成されている。
【００３６】
　首状部５５１は、封止部５１２が挿通される略円形状の挿通孔５５１１を有する。この
挿通孔５５１１内に封止部５１２が挿通された状態で、当該挿通孔５５１１の端縁と封止
部５１２との間に接着剤Ｂが注入され、これにより、封止部５１２と主反射鏡５５とが固
定される。この際、発光管５１と主反射鏡５５との位置は、電極Ｅの先端間での放電によ
って生じるアーク像Ｄの中心位置Ｃが、反射面５５２１の第１焦点近傍となるように設定
される。
　なお、本実施形態では、主反射鏡５５は、回転楕円面を有する楕円面リフレクターで構
成されているが、回転放物面を有する放物面リフレクターで構成してもよい。この場合に
は、平行化凹レンズ５６を省略した構成とする。更に、主反射鏡５５は、自由曲面リフレ
クターで構成してもよい。
【００３７】
　〔副反射鏡の構成〕
　副反射鏡５２は、本発明の第１反射部材に相当し、発光部５１１における封止部５１３
側を所定の隙間を空けて覆うように、当該封止部５１３に装着されるガラス製の成形品で
ある。この副反射鏡５２は、封止部５１３に沿って延出する略円筒状の首状部５２１と、
当該首状部５２１における封止部５１２側の端部から拡がる反射部５２２とを備える。
　首状部５２１は、封止部５１３が挿通される開口５２１１を有する。
　反射部５２２は、発光部５１１に沿う略椀状に形成されている。この反射部５２２にお
ける発光部５１１と対向する側には、可視光を反射し、かつ、赤外線及び紫外線を透過す
る略凹曲面状の反射面５２２１が形成されている。
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【００３８】
　このような反射面５２２１により、発光部５１１から出射された光のうち、電極Ｅ２側
に出射された光（Ｚ方向先端側に出射された光）は、反射されて反射面５５２１に入射さ
れる。このため、当該光は、発光部５１１から反射面５５２１に直接入射される光と同様
に、当該反射面５５２１にて反射されて第２焦点に集束する。これにより、光源装置５の
光路後段に位置するレンズアレイ４１１に入射されない光の発生を抑制できる。
【００３９】
　〔トリガー線の構成〕
　トリガー線５３は、発光管５１の点灯始動性を向上するための始動補助線であり、一端
が封止部５１２にコイル状に巻回され、中央が発光部５１１、副反射鏡５２及び封止部５
１３に沿ってこれらの外側に配置され、他端が接続部５１６を介してリード線５１５に接
続される。この接続部５１６には、主反射鏡５５の外部に延出するリード線５１７の一端
が接続される。また、リード線５１７の他端は、接続部材５４を介して電圧印加用のコネ
クター６４（図３参照）に接続される。このようなトリガー線５３に高電圧を印加するこ
とにより、発光管５１の点灯始動性を向上できる。
【００４０】
　〔ハウジングの構成〕
　図３は、光源装置５を示す斜視図である。
　ハウジング５７は、本発明の収納体に相当し、前述のように、光源ランプ５０及び主反
射鏡５５を内部に収納するほか、平行化凹レンズ５６を支持する。このハウジング５７は
、図３に示すように、収納体本体６と、前述のファンＦ３の吐出口と接続されるダクト７
とを有する。
【００４１】
　〔ダクトの構成〕
　図４は、ダクト７を示す図である。具体的に、図４（Ａ）は、ダクト７をＸ方向先端側
から見た側面図であり、当該図４（Ｂ）は、ダクト７をＺ方向先端側から見た正面図であ
る。
　ダクト７は、収納体本体６（詳しくは、後述する第１本体部６１の底面部６１Ｂ、天面
部６１Ｃ及び側面部６１Ｄ）に取り付けられ、当該収納体本体６内にファンＦ３から吐出
された冷却空気を導入するものである。このダクト７は、図４（Ａ）に示すように、Ｚ方
向先端側に位置するダクト本体７Ａと、Ｚ方向基端側に位置する板体７Ｂと、当該ダクト
本体７Ａ内に回動自在に支持される導風板７Ｃとを有する。そして、ダクト本体７Ａ及び
板体７Ｂは、Ｙ方向の中央を通り、かつ、Ｘ方向に沿う直線に対して略線対称に形成され
ており、これらは互いにねじ等により固定される。これにより、図４（Ｂ）に示すように
、Ｚ方向先端側から見て略Ｕ字状のダクト７が構成される。
【００４２】
　ダクト７は、Ｚ方向先端側にファンＦ３の吐出口と接続される略矩形の開口部７１と、
Ｙ方向先端側及び基端側にそれぞれ形成され、後述する第１本体部６１の正面部６１Ａに
Ｚ方向基端側から当接される当接部７２，７３とを有する。更に、ダクト７は、開口部７
１を介してダクト７外部と連通される空間が内部に形成される第１ダクト部７４及び第２
ダクト部７５を有する。
【００４３】
　第１ダクト部７４は、Ｙ方向先端側に延出した後、Ｘ方向先端側に向かって延出し、更
にＹ方向基端側に向かって屈曲する。この第１ダクト部７４のＸ方向先端側の端部には、
Ｙ方向基端側に向かって開口する開口部７４１が形成されている。
　同様に、第２ダクト部７５は、Ｙ方向基端側に延出した後、Ｘ方向先端側に向かって延
出し、更にＹ方向先端側に向かって屈曲する。この第２ダクト部７５のＸ方向先端側の端
部には、Ｙ方向先端側に向かって開口する開口部７５１が形成されている。
【００４４】
　図５は、収納体本体６に取り付けられたダクト７の一部をＸ方向に沿って破断させた状
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態の光源装置５を示す斜視図である。
　これら開口部７４１，７５１には、図４及び図５に示すように、当該開口部７４１，７
５１（図５では開口部７４１のみ図示）を覆う金網７６がそれぞれ取り付けられている。
　金網７６は、本発明の板状部材に相当し、複数の微小な孔が形成されている。これら金
網７６は、後述する第１本体部６１内に収納された発光管５１が破損するなどした場合に
、当該発光管５１の破片がハウジング５７外に飛散することを防止する。また、当該金網
７６は、詳しくは後述するが、第１ダクト部７４及び第２ダクト部７５内を流通する冷却
空気の流通方向に直交する面内の圧力を均一化する機能を有する。
【００４５】
　導風板７Ｃは、ファンＦ３から導入される冷却空気の進行方向上に位置し、当該冷却空
気を第１ダクト部７４及び第２ダクト部７５のうち、上方のダクト部に導風する。この導
風板７Ｃは、回動軸となる一対の円筒部７Ｃ１と、略矩形の導風部７Ｃ２とを有し、全体
略Ｔ字状に形成されている。
　これら円筒部７Ｃ１のうちの一方は、ダクト本体７Ａの内側に形成された穴（図示省略
）に嵌り込み、他方は、第１本体部６１の後述する側面部６１Ｄに形成された穴（図示省
略）に嵌まり込む。これにより、導風板７Ｃは、回動自在に支持され、自重によって下方
に回動して、Ｚ方向及びＹ方向に対して傾斜する。この際、導風部７Ｃ２における円筒部
７Ｃ１とは反対側の端部は、開口部７１近傍に形成された当接部７７に当接する。これに
より、導風板７Ｃが必要以上に回動することが規制される。
【００４６】
　このような導風板７Ｃが自重によって回動して傾斜することにより、プロジェクター１
Ａが正置き姿勢及び天吊り姿勢のいずれの姿勢であっても、開口部７１を介して導入され
た冷却空気は、上方のダクト部に導風される。
　そして、ダクト部に導風された冷却空気は、当該ダクト部内を上方に向かって流通した
後、Ｘ方向先端側に流通して、開口部を介して第１本体部６１内に導入される。
　なお、ダクト７におけるＵ字形状の底部に位置する側面部７８は、ダクト７が収納体本
体６に取り付けられる際に、後述する側面部６１Ｄに当接する。そして、開口部７１を介
してダクト７内に導入された冷却空気の一部は、側面部７８に形成された開口部７９と、
第１本体部６１の側面部６１Ｄに形成された開口部６１Ｄ１（図３参照）とを介して、収
納体本体６内に導入される。
【００４７】
　〔収納体本体の構成〕
　収納体本体６は、図３に示すように、主反射鏡５５におけるＺ方向先端側を覆う第１本
体部６１と、当該主反射鏡５５におけるＺ方向基端側を覆う第２本体部６２と、第１本体
部６１に取り付けられるカバー部材６３と、コネクター６４とを有する。
【００４８】
　〔第２本体部の構成〕
　第２本体部６２は、封止部５１２から延出するリード線５１４を使用者が直接触れない
ように保護するためのものである。この第２本体部６２は、Ｚ方向先端側に開口部６２１
（図７参照）が形成された断面略Ｕ字状を有する箱型形状に形成されている。そして、第
２本体部６２は、第１本体部６１におけるＺ方向基端側に形成された開口部６１１（図７
参照）の端縁と、開口部６２１の端縁とが当接するように、当該第１本体部６１と組み合
わされることで、箱型の収納体本体６が構成される。
　このような第２本体部６２の外面には、リード線５１４及び接続部材５４に、ケーブル
ＣＡを介して接続されるコネクター６４が取り付けられる。
【００４９】
　〔第１本体部の構成〕
　第１本体部６１は、主反射鏡５５及び平行化凹レンズ５６を保持し、内部に発光管５１
が収納される収納空間ＲＳ（図７参照）を形成する。この第１本体部６１は、図３に示す
ように、Ｚ方向先端側に位置する正面部６１Ａと、Ｙ方向基端側及び先端側に位置する底
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面部６１Ｂ及び天面部６１Ｃと、Ｘ方向基端側及び先端側に位置する側面部６１Ｄ，６１
Ｅとを有する。そして、当該第１本体部６１は、Ｚ方向基端側に開口部６１１が形成され
た箱型形状を有する。
【００５０】
　正面部６１Ａは、第１本体部６１内に収納された発光管５１及び主反射鏡５５から出射
された光束が透過する開口部６１Ａ１（図７参照）を有し、当該開口部６１Ａ１には、平
行化凹レンズ５６が嵌め込まれる。また、正面部６１Ａには、当該平行化凹レンズ５６を
正面部６１Ａに向かって押圧して、当該平行化凹レンズ５６を保持するためのカバー部材
６３が取り付けられる。
　このカバー部材６３は、側面視略Ｃ字状を有する金属製部材であり、略中央に円形状の
開口部６３１を有する。この開口部６３１は、平行化凹レンズ５６により平行化された光
束を透過させる。このようなカバー部材６３は、当該カバー部材６３におけるＸＺ平面に
沿う一対の端部に形成された孔６３２に、底面部６１Ｂ及び天面部６１Ｃに形成された突
部６１Ｂ１，６１Ｃ１が挿入されることにより、正面部６１Ａに取り付けられる。
【００５１】
　図６は、収納体本体６に取り付けられたダクト７の一部を破断させた状態の光源装置５
を示す斜視図である。
　天面部６１Ｃには、前述の突部６１Ｃ１の他に、図６に示すように、Ｘ方向に沿って延
出する略矩形の開口部６１Ｃ２が形成されており、当該開口部６１Ｃ２は、前述のダクト
７の第１ダクト部７４により閉塞される。すなわち、開口部６１Ｃ２を介して、第１ダク
ト部７４内を流通した冷却空気が、第１本体部６１内に導入される。
　なお、当該開口部６１Ｃ２を介して、第１本体部６１内に配置される遮光部材６５に形
成された送出口６５４（６５４Ｕ１，６５４Ｕ２）が露出する。このため、当該開口部６
１Ｃ２を介して導入された冷却空気は、当該２つの送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２を介し
て、遮光部材６５内に形成される収納空間ＲＳ内に導入される。
【００５２】
　また、図６では図示を省略するが、底面部６１Ｂにも開口部６１Ｃ２と同様の開口部６
１Ｂ２（図７参照）が形成され、当該開口部６１Ｃ２は、第２ダクト部７５により閉塞さ
れる。そして、当該開口部６１Ｃ２により、遮光部材６５に形成された送出口６５４（６
５４Ｄ１，６５４Ｄ２）（図９及び図１０参照）が露出される。このため、第２ダクト部
７５内を流通した冷却空気は、当該開口部６１Ｃ２及び２つの送出口６５４Ｄ１，６５４
Ｄ２を介して、収納空間ＲＳ（図７参照）内に導入される。
【００５３】
　側面部６１Ｄには、図３に示すように、略矩形の開口部６１Ｄ１が形成されている。こ
の開口部６１Ｄ１には、前述のように、開口部７１を介してダクト７内に導入された冷却
空気の一部が流入し、当該冷却空気は、遮光部材６５に形成された一対の開口部６５２（
図９及び図１０参照）を介して収納空間ＲＳ内に導入されて、発光管５１の封止部５１３
側を冷却する。
　側面部６１Ｅには、遮光部材６５に形成された開口部６５３（図９及び図１０参照）を
介して収納空間ＲＳと、ハウジング５７外とを連通する排気口６１Ｅ１が形成されている
。この排気口６１Ｅ１を介して、前述のファンＦ４の駆動により収納空間ＲＳ内の空気が
吸引され、当該空気がハウジング５７外に排出される。
【００５４】
　〔第１本体部の内部構成〕
　図７は、光源装置５を示す縦断面図（Ｙ方向に沿って断面視した図）である。また、図
８～図１０は、第１本体部６１をＺ方向基端側から見た図である。詳述すると、図８は、
主反射鏡５５が取り付けられた第１本体部６１をＺ方向基端側から見た斜視図であり、図
９及び図１０は、主反射鏡５５が取り外された状態の第１本体部６１をＺ方向基端側から
見た斜視図及び平面図である。
　第１本体部６１には、図７～図１０に示すように、Ｚ方向基端側に前述の開口部６１１
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が形成されている。この第１本体部６１の内側において、開口部６１１からＺ方向先端側
の位置には、Ｚ方向基端側の開口面積が先端側の開口面積より大きい段差部６１２が形成
されている。この段差部６１２には、主反射鏡５５の反射部５５２の端縁が当接し、これ
により、図７及び図８に示すように、主反射鏡５５が第１本体部６１に位置決めされる。
【００５５】
　また、第１本体部６１の内部において、段差部６１２からＺ方向先端側には、図７、図
９及び図１０に示すように、遮光部材６５が配置されている。
　この遮光部材６５は、図９及び図１０に示すように、内部が中空な略六角柱状を有する
金属製部材であり、当該遮光部材６５は、中心軸が主反射鏡５５により反射された光束の
中心軸と略一致するように配置される。
　遮光部材６５の内側の空間は、主反射鏡５５の内部とともに発光管５１が収納される収
納空間ＲＳを形成する。そして、遮光部材６５は、内部に収納された発光管５１及び主反
射鏡５５から射出された光のうち、液晶パネル４４２の画像形成領域に入射されない光が
第１本体部６１に入射して、当該第１本体部６１が劣化することを防ぐ。
【００５６】
　このような遮光部材６５には、Ｚ方向先端側の端面略中央に円形状の開口部６５１が形
成されている。この開口部６５１は、主反射鏡５５により反射された光を平行化凹レンズ
５６に入射させるための開口である。
　また、遮光部材６５には、前述の開口部６１Ｄ１に応じた位置に開口部６５２が形成さ
れており、当該開口部６５２は、収納空間ＲＳ内に配置された発光管５１の封止部５１３
側を冷却する冷却空気を導入するための開口である。
　更に、遮光部材６５には、前述の排気口６１Ｅ１に応じた位置に開口部６５３が形成さ
れており、当該開口部６５３は、発光管５１及び主反射鏡５５の内面を冷却して熱を帯び
た空気を、排気口６１Ｅ１を介して排出するための開口である。
【００５７】
　加えて、遮光部材６５は、図９及び図１０に示すように、４つのスリット状の送出口６
５４を有する。これら送出口６５４は、本発明の開口部に相当し、前述の第１ダクト部７
４及び第２ダクト部７５から導入された冷却空気を、収納空間ＲＳ内に送出するための開
口部である。
　このような送出口６５４は、光束が透過する開口部６５１の外側に形成されている。換
言すると、当該各送出口６５４は、主反射鏡５５により反射された光束が透過する領域の
外側に形成されている。これら送出口６５４のうち、Ｙ方向先端側に位置する２つの送出
口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２と、Ｙ方向基端側に位置する２つの送出口６５４Ｄ１，６５４
Ｄ２とは、Ｚ方向基端側から見て、それぞれ発光管５１の中心軸（すなわち、発光管５１
及び主反射鏡５５から出射される光束の光軸）に対して略対称となる位置にそれぞれ形成
されている。
【００５８】
　また、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２は、Ｚ方向基端側から見て、発光管５１を挟んで
略対称位置に形成されている。すなわち、当該各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２は、発光
管５１の中心を通るＹＺ平面に対して略対称に、それぞれ形成及び配置され、同様に、送
出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２は、当該ＹＺ平面に対して略対称に、それぞれ形成及び配置
されている。
　一方、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｄ１は、Ｚ方向基端側から見て、発光管５１を挟んで
略対称位置に形成されている。すなわち、当該各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｄ１は、発光
管５１の中心を通るＸＺ平面に対して略対称に、それぞれ形成及び配置され、同様に、送
出口６５４Ｕ２，６５４Ｄ２は、当該ＸＺ平面に対して略対称に、それぞれ形成及び配置
されている。
【００５９】
　〔送風口の開口面の傾斜〕
　送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２の各開口面は、図１０に示すように、Ｚ方向基端側から
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見て、Ｙ方向基端側から先端側に向かうに従って互いに近接する方向に傾斜している。同
様に、送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２の各開口面は、Ｚ方向基端側から見て、Ｙ方向先端
側から基端側に向かうに従って互いに近接する方向に傾斜している。すなわち、当該各開
口面は、ＸＺ平面である平面Ｐ１に対して、それぞれ傾斜角αで傾斜している。この傾斜
角αは、本実施形態では４５°に設定されている。
【００６０】
　図１１は、光源装置５の縦断面（ＹＺ平面での断面）を示す模式図である。なお、図１
１、及び、以下に示す図１２～図１５においては、説明の便宜上、光源装置５の構成の一
部を省略或いは簡略化して図示する。
　また、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｄ１の開口面は、図１１に示すように、Ｘ方向先端側
から見て、Ｚ方向基端側から先端側に向かうに従って互いに離間するように傾斜している
。すなわち、当該各開口面は、ＸＹ平面である平面Ｐ２（換言すると、主反射鏡５５の反
射部５５２の開口面）に対して、それぞれ傾斜角βで傾斜している。この傾斜角βは、本
実施形態では、４５°に設定されている。
　なお、図示を省略したが、送出口６５４Ｕ２，６５４Ｄ２の開口面も、同様に、平面Ｐ
２に対して傾斜角βで傾斜している。
【００６１】
　図１２は、光源装置５の横断面（ＸＺ平面での断面）を示す模式図である。
　一方、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２の開口面は、図１２に示すように、Ｙ方向先端側
から見て、Ｚ方向基端側から先端側に向かうに従って互いに近接するように傾斜している
。すなわち、当該各開口面は、前述の平面Ｐ２に対して、それぞれ傾斜角γで傾斜してい
る。この傾斜角γは、３０°～５０°が好ましく、本実施形態では３０°に設定されてい
る。これは、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から送出された冷却空気を、発光部５１１の
上方に設定された衝突位置ＣＰ（図１５～図１７参照）にて衝突させるためである。
　なお、図示を省略したが、送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２の開口面も同様に、平面Ｐ２
に対して傾斜角γで傾斜している。
【００６２】
　〔冷却空気の流路〕
　以下、プロジェクター１Ａが正置き姿勢で設置されている場合での光源装置５を冷却す
る冷却空気の流路について説明する。なお、以下の説明では、プロジェクター１Ａが正置
き姿勢で設置されているため、「上方」及び「下方」はＹ方向先端側及び基端側を指す。
　図１３は、ダクト７内を流通する冷却空気の流路を示す模式図であり、図１４は、ダク
ト７から第１本体部６１内に導入される冷却空気の流路を示す模式図である。
　ファンＦ３から吐出された冷却空気Ａｒ１は、図１３に示すように、開口部７１を介し
てダクト７内に導入される。そして、当該冷却空気の一部は、自重によって回動する導風
板７Ｃ（図３及び図４参照）によって上方に向かって進行方向が変更され、第１ダクト部
７４内を流通する。なお、残りの空気は、開口部６１Ｄ１及び開口部６５２を介して収納
空間ＲＳ内に導入される。
【００６３】
　第１ダクト部７４内を流通する冷却空気Ａｒ２は、Ｘ方向先端側に形成された開口部７
４１及び金網７６を通過した後、開口部６１Ｃ２を介して、第１本体部６１内に導入され
る。この際、冷却空気の流路上に金網７６が設けられているため、当該金網７６を通過す
る冷却空気の面内圧力（冷却空気の流通方向に直交する面内の圧力）が均一化される。こ
れにより、図１４に示すように、開口部７４１から等距離に位置する送出口６５４Ｕ１，
６５４Ｕ２に、開口部６１Ｃ２を介して、それぞれ同流量の冷却空気Ａｒ３，Ａｒ４が送
出される。
【００６４】
　図１５は、Ｙ方向先端側から見た場合の送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から送出される
冷却空気の流路を示す模式図である。また、図１６は、Ｘ方向先端側から見た場合の送出
口６５４Ｕ１から送風される冷却空気の流路を示す模式図である。
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　第１本体部６１内に導入された冷却空気Ａｒ３，Ａｒ４は、送出口６５４Ｕ１，６５４
Ｕ２から同流量及び同流速の冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６となって、収納空間ＲＳ内に導入さ
れる。ここで、各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２は、前述のようにＸＹ平面、ＸＺ平面及
びＹＺ平面に対して傾斜して形成されており、各冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６は、図１５に示
すように、発光部５１１の上方に設定された衝突位置ＣＰにて互いに衝突する。これによ
り、図１６に示すように、当該衝突位置ＣＰから離散的に拡散される乱流及び旋回流を含
む衝突噴流が発生する。
【００６５】
　この衝突位置ＣＰは、図１５及び図１６に示すように、発光部５１１の上方（上側）に
設定されている。詳述すると、衝突位置ＣＰは、当該発光部５１１の中央（電極Ｅ１，Ｅ
２間の中央）の上方でＺ方向基端側に寄った位置、すなわち封止部５１２の直上に設定さ
れており、本実施形態では、主反射鏡５５の反射面５５２１上の位置に設定されている。
　このため、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６を送出すると、
コアンダ効果により、反射面５５２１に沿って各冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６が流通する。こ
のため、各冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６を衝突位置ＣＰにて衝突させやすくすることができる
。更に、衝突位置ＣＰが、反射面５５２１上に設定されていることにより、常時一定の流
速分布を有する衝突噴流を安定して発生させることができる
【００６６】
　更に、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２が、スリット状に形成されていることにより、当
該送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から送出される冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６は、断面が膜状
の噴流として送出される。このため、衝突位置ＣＰに向かって送出される冷却空気Ａｒ５
，Ａｒ６の方向を容易に制御することができ、各冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６を確実に衝突位
置にて衝突させることができる。
【００６７】
　図１７は、冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６の衝突により発生する衝突噴流の流れを示す模式図
である。
　冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６の衝突により発生した衝突噴流のうち、一部の衝突噴流は、図
１７に示すように、封止部５１２に向かって流通して、当該封止部５１２を冷却する。こ
の際、当該一部の衝突噴流は、コアンダ効果により、封止部５１２に沿って流通すること
で、封止部５１２の温度境界層を薄くし、当該封止部５１２と噴流との熱伝達（温度置換
）が促進される。
【００６８】
　また、他の一部の衝突噴流は、発光部５１１における上部に向かって流通する。この際
、当該衝突噴流が発光部５１１に直接衝突することにより、当該発光部５１１が冷却され
る。このほか、発光部５１１に衝突して拡散される乱流と、当該他の一部の衝突噴流とが
衝突することで、更なる乱流発生が促進される。これにより、発光部５１１の熱伝達が促
進され、当該発光部５１１が更に冷却される。
【００６９】
　更に、発光部５１１に向かって流通する衝突噴流は、コアンダ効果により、発光部５１
１に沿ってＺ方向先端側に流通する。この衝突噴流は、発光部５１１における上部の温度
境界層を薄くして、当該発光部５１１と当該衝突噴流との熱伝達を促進させ、当該発光部
５１１における上部が冷却される。
　この発光部５１１に沿って流通する衝突噴流は、Ｚ方向先端側に更に流通し、当該発光
部５１１と副反射鏡５２の反射面５２２１との間の隙間に流入する。当該隙間に流入した
噴流により、副反射鏡５２に覆われた発光部５１１の領域が効果的に冷却される。
【００７０】
　一方、更に他の一部の衝突噴流は、副反射鏡５２に向かって流通した後、当該副反射鏡
５２の外表面に沿ってＺ方向先端側に流通する。この噴流は、封止部５１３に沿って流通
して、側面部６１Ｄの開口部６１Ｄ１及び遮光部材６５の開口部６５２を介してダクト７
から導入される冷却空気と衝突する。そして、当該衝突によって、更に乱流発生が促進さ
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れ、封止部５１３の冷却が促進される。
【００７１】
　なお、冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６の衝突によって生じた衝突噴流の一部は、主反射鏡５５
の反射面５５２１に沿って下方に流通し、発光部５１１における下部を冷却する。しかし
ながら、当該一部の噴流は、熱伝達が行われた比較的温度が高い噴流であることや、当該
噴流の流速が、発光部５１１における下部に到達するまでに弱められていること等から、
当該噴流による冷却効率は、発光部５１１における上部に向かって流通する噴流の冷却効
率に比べて高くない。このため、発光部５１１において、最も温度が高くなる上部と、当
該上部に比べて温度が低い下部との温度差を小さくすることができ、発光管５１の劣化を
抑制できる。
【００７２】
　発光管５１を冷却した空気は、前述のように、遮光部材６５の開口部６５３及び側面部
６１Ｅの排気口６１Ｅ１を介して、収納空間ＲＳから排出される。そして、当該空気は、
ファンＦ４（図１参照）により吸引され、排気口２Ｂ１（図１参照）を介して外装筐体２
外に排出される。
　このようにして発光管５１が冷却される。
【００７３】
　以上の説明では、プロジェクター１Ａが正置き姿勢で設置された場合に、発光管５１を
冷却する冷却空気の流路について述べたが、プロジェクター１Ａが天吊り姿勢で設置され
た場合の当該冷却空気の流路も同様である。
　すなわち、ダクト７内に導入された冷却空気の一部は、下方に回動した導風板７Ｃによ
り、上方に位置する第２ダクト部７５内を流通する。そして、当該冷却空気は、金網７６
及び開口部７５１，６１Ｂ２を介して第１本体部６１内に導入され、遮光部材６５の送出
口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２に均等に分流される。
【００７４】
　これら送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２から送出された冷却空気は、前述の衝突位置ＣＰ
とは、発光管５１の中心軸に対して対称位置に設定された衝突位置にて衝突し、前述の正
置き姿勢時と同様の衝突噴流を生じさせる。この衝突噴流、及び、開口部６５２を介して
導入された冷却空気により、発光管５１（特に、発光部５１１上部）が冷却される。そし
て、発光管５１の冷却に供された空気は、排気口６１Ｅ１を介して収納空間ＲＳ外に排出
される。
【００７５】
　以上説明した本実施形態に係るプロジェクター１Ａによれば、以下の効果がある。
　プロジェクター１Ａが正置き姿勢で設置された場合に、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２
を通過した冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６は、発光部５１１上方に設定された衝突位置ＣＰにて
衝突する。これによれば、収納空間ＲＳ内に、当該衝突位置ＣＰから離散的に拡散される
乱流及び旋回流を含む衝突噴流を発生させることができる。この衝突噴流が発光部５１１
に送出されることで、当該発光部５１１の温度境界層を薄くして、発光部５１１と衝突噴
流との熱伝達を促進することができ、発光部５１１を冷却できる。
【００７６】
　ここで、１つの送出口から反射面５５２１に沿って流通した冷却空気が発光部５１１に
送出される場合では、当該冷却空気が、発光部５１１から下側に流通してしまうこともあ
り、発光部５１１上部が適切に冷却されない可能性がある。
　これに対し、衝突噴流が発光部５１１上方にて発生することにより、当該発光部５１１
上部に適切に噴流を送出できる。従って、発光管５１の冷却効率を向上でき、ひいては、
当該発光管５１の長寿命化を図ることができる。
　なお、プロジェクター１Ａが天吊り姿勢で設置された場合に、送出口６５４Ｄ１，６５
４Ｄ２から送出された冷却空気が衝突することにより生じた衝突噴流によっても、同様の
効果が得られる。
【００７７】
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　プロジェクター１Ａが正置き姿勢で設置された場合に、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２
を通過する冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６の流速及び流量は、それぞれ同じとなるように設定さ
れている。これによれば、当該冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６が衝突する衝突位置ＣＰを容易に
制御できる。このほか、衝突位置ＣＰにて生じる衝突噴流の流速分布に偏りが生じること
、すなわち、一方の送出口６５４側に衝突噴流の流速分布が偏ることを抑制できるので、
当該衝突噴流を発光部５１１に確実に送出できる。従って、発光管５１の冷却効果を一層
高めることができる。
　なお、送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２から送出される冷却空気においても同様である。
【００７８】
　光源装置５が副反射鏡５２を備えることにより、前述のように、当該副反射鏡５２が無
い場合に比べて、発光部５１１から出射され、レンズアレイ４１１に入射される光量を増
加させることができる。従って、画像形成において、発光部５１１から出射された光の利
用効率を向上できる。
　また、発光部５１１上方の衝突位置ＣＰにて衝突噴流が発生するので、発光部５１１の
外表面と、副反射鏡５２の反射面５２２１との間の隙間に噴流を導入することができる。
従って、副反射鏡５２により覆われた発光部５１１の領域を冷却することができ、光の利
用効率の向上と、発光管５１全体の冷却効率の向上とを同時に実現できる。
【００７９】
　主反射鏡５５及び副反射鏡５２により、発光部５１１から出射され、レンズアレイ４１
１に入射される光量を増加させることができる。従って、画像形成において、発光部５１
１から出射された光の利用効率を向上できる。
　また、衝突位置ＣＰが、略凹曲面状の反射面５５２１上に設定されているので、各送出
口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から送出された冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６は、当該反射面５５２
１に沿って衝突位置ＣＰに進行できる。これによれば、当該各冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６が
反射面５５２１によりガイドされることで、これら冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６を衝突位置Ｃ
Ｐにて確実に衝突させることができる。従って、衝突位置ＣＰ、すなわち、衝突噴流の発
生位置を一層容易に制御できる。
　なお、各送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２から送出された冷却空気が衝突する衝突位置は
、発光管５１を挟んで衝突位置ＣＰと略対称位置に設定されており、当該衝突位置は、反
射面５５２１上に設定されている。このため、プロジェクター１Ａが天吊り姿勢で設置さ
れた場合でも、上述の効果と同様の効果を奏することができる。
【００８０】
　ここで、衝突位置ＣＰは発光部５１１の上方に設定されている。これによれば、発光管
５１の点灯時に温度が高くなりやすい発光部５１１における上部に、衝突噴流を確実に送
出することができるほか、発光部５１１において温度が低い下部に、多くの噴流が送出さ
れないようにすることができる。従って、発光部５１１上部を効果的に冷却できるほか、
発光部５１１上部と下部との温度差を小さくでき、発光管５１の劣化を抑制できる。
　更に、当該衝突位置ＣＰは反射面５５２１上に設定されているので、当該衝突位置ＣＰ
で発生した衝突噴流を、反射面５５２１で折り返して発光部５１１に送出できる。従って
、当該発光部５１１に送出される冷却空気の流量を増加させることができ、発光部５１１
、ひいては、発光管５１の冷却効率を更に一層高めることができる。
【００８１】
　正置き姿勢時に冷却空気が流通する送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２は、それぞれ発光管
５１より上側に位置する。これによれば、当該各送出口が発光管５１の下側に位置する場
合に比べ、発光部５１１の上側に設定された衝突位置ＣＰまでの冷却空気の流路を短縮で
きる。このため、衝突位置ＣＰに到達する際の冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６の流速が大きく損
なわれることなく、当該冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６を衝突させることができ、流速の高い衝
突噴流を生じさせることができる。従って、発光管５１の冷却効率をより一層高めること
ができる。
　なお、天吊り姿勢時に冷却空気が流通する送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２についても、
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同様の効果を奏することができる。
【００８２】
　各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２は、発光管５１を挟んで略対称位置に形成されている
。これによれば、当該各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から衝突位置ＣＰまでの寸法（距
離）をそれぞれ略同じにできる。これによれば、衝突噴流の流速分布が、一方の送出口６
５４側に偏ることを抑制できる。また、この際、衝突位置ＣＰに向かって流通する冷却空
気は、各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から略同じ角度傾斜した方向に送出されるので、
前述の衝突噴流の流速分布の偏りを一層抑制できる。従って、当該衝突噴流を発光部５１
１に確実に送出することができ、発光管５１の冷却効率をより一層高めることができる。
　なお、送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２も、発光管５１を挟んで略対称位置に形成され、
冷却空気は、当該送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２からＸＹ平面に対して略同じ角度傾斜し
た方向に送出される。このため、これら送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２によっても、上述
した効果と同様の効果を奏することができる。
【００８３】
　スリット状に形成された各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２からは、薄い膜状の冷却空気
Ａｒ５，Ａｒ６が送出される。これによれば、冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６の流れを安定化す
ることができ、当該冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６の流通方向を容易に制御できる。また、当該
冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６は、絞られた状態で送出されるので、衝突位置ＣＰに至る冷却空
気Ａｒ５，Ａｒ６の圧力低下を抑制でき、前述の衝突噴流を確実に発生させることができ
る。
　なお、プロジェクター１Ａが天吊り姿勢で設置された場合に冷却空気が流通する送出口
６５４Ｄ１，６５４Ｄ２もスリット状に形成されているので、上述した効果と同様の効果
を奏することができる。
【００８４】
　第１ダクト部７４内を流通した冷却空気Ａｒ２が金網７６の孔を通過することにより、
当該冷却空気Ａｒ２の前述の面内の圧力を均一化できる。これによれば、開口部７４１及
び開口部６１Ｃ２を介して各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２に流通する冷却空気Ａｒ３，
Ａｒ４を均等に分流できる。従って、当該各送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から同じ流量
及び流速の冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６を送出させやすくすることができ、前述の衝突噴流の
流速分布の偏りを一層抑制できる。
【００８５】
　また、開口部７４１に金網７６が設けられていることにより、発光管５１が破損した場
合に、当該発光管５１の破片がハウジング５７外に飛散することを防止できる。
　更に、ダクト７により、ファンＦ３から吐出された冷却空気を送出口６５４Ｕ１，６５
４Ｕ２に分流できるので、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２ごとにファン及びダクトを設け
る場合に比べ、プロジェクター１Ａの部品点数の増加、及び、当該プロジェクター１Ａの
大型化を抑制できる。
　なお、第２ダクト部７５の開口部７５１にも金網７６が設けられているので、プロジェ
クター１Ａが天吊り姿勢で設置された場合でも、上述した効果と同様の効果を奏すること
ができる。
【００８６】
　〔第１ダクト部及び第２ダクト部の他の構成〕
　ここで、上述したプロジェクター１Ａでは、第１ダクト部７４及び第２ダクト部７５内
を流通した冷却空気の面内の圧力を均一化して、２つの送出口６５４にそれぞれ同流量及
び同流速の冷却空気を流通させるために、開口部７４１，７５１内に金網７６を設けてい
た。しかしながら、当該２つの送出口に同流量及び同流速の冷却空気を送出可能であれば
、他の構成を採用してもよい。
【００８７】
　図１８は、上述した光源装置５の変形である光源装置５Ａを示す斜視図である。なお、
図１８は、ダクト８における第１ダクト部８４をＸＺ平面で破断させた状態の光源装置５
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Ａを示している。
　例えば、光源装置５の変形である光源装置５Ａは、ダクト７に代えて、ダクト８を備え
るほかは、光源装置５と同様の構成を備える。
　ダクト８は、前述のダクト７と同様に、底面部６１Ｂ、天面部６１Ｃ及び側面部６１Ｄ
に取り付けられ、ファンＦ３から吐出された冷却空気を、それぞれ、開口部６１Ｄ１と、
開口部６１Ｂ２又は開口部６１Ｃ２に流通させる機能を有する。このダクト８は、図１８
に示すように、それぞれＺ方向先端側及び基端側に位置するダクト本体８Ａ及び板体７Ｂ
と、ダクト本体８Ａ内に回動自在に支持される導風板７Ｃとを備える。そして、ダクト本
体８Ａと板体７Ｂとは、互いにねじ等により固定される。
【００８８】
　このようなダクト８は、第１ダクト部７４及び第２ダクト部７５に代えて、第１ダクト
部８４及び第２ダクト部８５を備えるほかは、ダクト７と同様の構成を備える。
　これら第１ダクト部８４及び第２ダクト部８５は、開口部７１を介して導入され、自重
によって回動する導風板７Ｃ（図示省略）によって上向きに流通方向が変更された冷却空
気を、それぞれ、開口部６１Ｃ２，６１Ｂ２に導く。
【００８９】
　このうち、第１ダクト部８４には、Ｘ方向先端側の端部に、本発明の通過口としての開
口部８４１がＺ方向先端側に偏って形成されている。この開口部８４１内には、金網７６
は設けられておらず、当該開口部８４１の開口面積は、開口部７４１より小さい。
　詳述すると、開口部８４１の開口面積は、当該開口部８４１を通過する冷却空気の面内
圧力（当該冷却空気の流通方向に直交する面内の圧力）が均一化されるのに十分な面積に
設定されている。具体的に、当該開口面積は、第１ダクト部８４における冷却空気の流通
方向に直交する断面の平均断面積より小さく設定されている。
【００９０】
　このような構成によっても、開口部８４１を通過する冷却空気は、同流量及び同流速と
なるように送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２に均等に分流される。
　なお、図示を省略したが、送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２に冷却空気を導く第２ダクト
部８５も、開口部８４１と同様の開口部を有する。これにより、第２ダクト部８５内を流
通した冷却空気は、開口部６１Ｂ２を介して、同風量となるように送出口６５４Ｄ１，６
５４Ｄ２に均等に分流される。
【００９１】
　〔第２実施形態〕
　次に、本発明の第２実施形態について説明する。
　本実施形態に係るプロジェクターは、前述のプロジェクター１Ａと同様の構成を有する
。ここで、プロジェクター１Ａでは、発光部５１１の上方に位置する衝突位置ＣＰに冷却
空気を送出する送出口として、発光管５１より上側に位置する２つの送出口６５４を利用
した。これに対し、本実施形態に係るプロジェクターでは、発光管５１より下側に位置す
る２つの送出口６５４を利用する。この点で、本実施形態に係るプロジェクターと、プロ
ジェクター１Ａとは相違する。なお、以下の説明では、既に説明した部分と同一又は略同
一である部分については、同一の符号を付して説明を省略する。
【００９２】
　図１９は、本実施形態に係るプロジェクター１Ｂが備える光源装置５Ｂの縦断面を示す
模式図である。
　本実施形態に係るプロジェクター１Ｂは、光源装置５に代えて光源装置５Ｂを備えるほ
かは、前述のプロジェクター１Ａと同様の構成を有する。また、光源装置５Ｂは、図１９
に示すように、ダクト７に代えてダクト９を有するほかは、光源装置５と同様の構成を有
する。
【００９３】
　ダクト９は、ダクト７と同様の構成を備え、収納体本体６に取り付けられる。このダク
ト９は、前述のファンＦ３から吐出された冷却空気を内部に導入し、自重によって回動す
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る導風板により、当該冷却空気を第１ダクト部７４の開口部７４１及び第２ダクト部７５
の開口部７５１のうち、下側に位置する開口部に誘導する。このため、冷却空気は、収納
体本体６の開口部６１Ｃ２及び開口部６１Ｂ２、並びに、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２
及び送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２のうち、それぞれ下側に位置する開口部及び２つの送
出口を介して、収納体本体６内に導入される。
　なお、ダクト９は、ダクト７と同様の構成としたが、ダクト８と同様の構成としてもよ
く、発光管５１より下側に位置する２つの送出口に冷却空気を誘導できればよい。
【００９４】
　これら送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２，６５４Ｄ１，６５４Ｄ２が送出する冷却空気の
流量及び流速は、本実施形態においても、それぞれ同じである。
　一方、これら送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２及び送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２による
冷却空気の送出方向は、発光管５１より下側に位置した際に、発光部５１１の上方に設定
された衝突位置ＣＰに向かって冷却空気を送出するように、上向きに設定されている。こ
のため、図１９に示すように、プロジェクター１Ｂが正置き姿勢とされている場合には、
下側の２つの送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２（図１９では、送出口６５４Ｄ１のみ図示）
からそれぞれ送出された冷却空気は、衝突位置ＣＰに向かって送出されて、当該衝突位置
ＣＰにて互いに衝突し、これにより、衝突噴流が生じる。この衝突噴流により、前述の光
源装置５，５Ａでの場合と同様に、発光部５１１（特に、副反射鏡５２により覆われる発
光部５１１の上部）及び封止部５１２，５１３が冷却される。更に、当該衝突噴流同士が
衝突することによって生じる乱流により、発光部５１１上部が効果的に冷却される。
【００９５】
　なお、プロジェクター１Ｂが天吊り姿勢とされた場合には、発光管５１より下側に位置
する送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から、当該天吊り姿勢に応じて発光部５１１の上方に
設定された衝突位置ＣＰに向かってそれぞれ冷却空気が送出される。そして、冷却空気は
、当該衝突位置ＣＰにて衝突し、これにより生じた衝突噴流により、正置き姿勢時と同様
に、発光管５１（特に発光部５１１）が効果的に冷却される。
【００９６】
　以上説明した本実施形態に係るプロジェクター１Ｂによれば、前述のプロジェクター１
Ａと同様の効果を奏することができる。このほか、冷却空気を送出する２つの送出口６５
４が、発光管５１より下側に位置しているので、当該各送出口６５４から衝突位置ＣＰま
での冷却空気の流路が長くなる。このため、冷却空気の流通過程で収納空間ＲＳ内の空気
が撹拌されるので、発光管５１全体の冷却効果を向上できる。
【００９７】
　〔第３実施形態〕
　次に、本発明の第３実施形態について説明する。
　本実施形態に係るプロジェクターは、前述のプロジェクター１Ｂと同様の構成を有する
。ここで、プロジェクター１Ｂでは、発光管５１より下側に位置する２つの送出口６５４
から衝突位置ＣＰに向かって冷却空気をそれぞれ直接送風し、当該衝突位置ＣＰにて衝突
させた。これに対し、本実施形態に係るプロジェクターでは、当該下側に位置する２つの
送出口から主反射鏡５５の反射面５５２１に沿って冷却空気を流通させ、当該冷却空気を
衝突位置にて衝突させる。この点で、本実施形態に係るプロジェクターと、プロジェクタ
ー１Ｂとは相違する。なお、以下の説明では、既に説明した部分と同一又は略同一である
部分については、同一の符号を付して説明を省略する。
【００９８】
　図２０は、本実施形態に係るプロジェクター１Ｃが備える光源装置５Ｃの縦断面を示す
模式図である。
　本実施形態に係るプロジェクター１Ｃは、光源装置５Ｂに代えて光源装置５Ｃを備える
ほかは、プロジェクター１Ｂと同様の構成を有する。また、光源装置５Ｃは、図２０に示
すように、各送出口６５４の冷却空気の送出方向が光源装置５Ｂと異なっているほかは、
当該光源装置５Ｂと同様の構成を有する。
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【００９９】
　具体的に、光源装置５Ｃでは、送出口６５４（６５４Ｕ１，６５４Ｕ２，６５４Ｄ１，
６５４Ｄ２）のうち、発光管５１の光軸方向から見て当該発光管５１より下側に位置する
２つの送出口６５４（正置き姿勢では、送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２）に、ダクト９を
介して冷却空気がそれぞれ導入される。これら２つの送出口６５４からは、反射面５５２
１に向かって発光管５１の中心軸と略平行に冷却空気が送出され、当該冷却空気は、反射
面５５２１に沿って前述の衝突位置ＣＰにそれぞれ到達する。そして、当該衝突位置ＣＰ
にてそれぞれの冷却空気が衝突することで、発光管５１を冷却する前述の衝突噴流が発生
する。この衝突噴流により、前述の光源装置５，５Ａ，５Ｂと同様に、発光管５１（特に
、副反射鏡５２によって覆われる発光部５１１上部）が効果的に冷却される。
【０１００】
　なお、プロジェクター１Ｃが天吊り姿勢とされた場合には、発光管５１より下側に位置
する送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２から、冷却空気が反射面５５２１に向かって発光管５
１の中心軸と略平行に送出される。そして、当該反射面５５２１に沿って流通した冷却空
気が、天吊り姿勢に応じて設定された衝突位置ＣＰにてそれぞれ衝突し、衝突噴流が生じ
る。この衝突噴流により、前述の正置き姿勢時と同様に、発光管５１（特に発光部５１１
）が効果的に冷却される。
　また、本実施形態においても、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２，６５４Ｄ１，６５４Ｄ
２が送出する冷却空気の流量及び流速は、それぞれ同じである。
【０１０１】
　以上説明した本実施形態に係るプロジェクター１Ｃによれば、前述のプロジェクター１
Ｂと同様の効果を奏することができる。このほか、反射面５５２１により冷却空気が衝突
位置ＣＰに案内されるので、発光管５１より下側に位置する２つの送出口６５４からそれ
ぞれ送出された冷却空気を、当該衝突位置ＣＰにて確実に衝突させることができる。
【０１０２】
　〔実施形態の変形〕
　本発明は前述の実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成できる範囲で
の変形、改良等は本発明に含まれるものである。
　前記各実施形態では、冷却流体として冷却空気を採用したが、本発明はこれに限らない
。例えば、光源装置５全体の絶縁処理が施されていれば、水やエチレングリコール等の液
体を冷却流体として採用してもよい。
【０１０３】
　前記各実施形態では、収納空間ＲＳ内で冷却空気が衝突する衝突位置ＣＰは、発光部５
１１の上方で、Ｚ方向基端側に寄った位置に設定されるとしたが、本発明はこれに限らな
い。すなわち、当該衝突位置は、発光部５１１のＺ方向先端側又は基端側、或いは、Ｘ方
向先端側又は基端側から見て当該発光部５１１の上方（上側）に位置し、生じた衝突噴流
が適切に発光部５１１に吹き付けられる位置であれば、その位置は問わない。同様に、当
該衝突位置は、必ずしも反射面５５２１上に設定されていなくてもよい。
【０１０４】
　前記各実施形態では、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２は、それぞれ同じ流速及び流量の
冷却空気Ａｒ５，Ａｒ６を送出するとしたが、本発明はこれに限らない。すなわち、一方
の送出口から送出される冷却空気の流速及び流量が、他方の送出口から送出される冷却空
気の流速及び流量より高くてもよい。このような場合、発生する衝突噴流の流速分布に偏
りが生じるので、当該偏りに応じて衝突位置を調整し、当該衝突噴流が適切に発光部５１
１に吹き付けられるようにすればよい。
【０１０５】
　前記各実施形態では、光源装置５，５Ａは、第１反射部材としての副反射鏡５２を備え
るとしたが、本発明はこれに限らない。すなわち、副反射鏡５２は無くてもよい。
　また、前記第１実施形態では、プロジェクター１Ａが正置き姿勢及び天吊り姿勢でそれ
ぞれ設置される際に、発光管５１より上側に位置する２つの送出口６５４を、冷却空気が
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通過する送出口として利用し、前記第２及び第３実施形態では、発光管５１より下側に位
置する２つの送出口６５４を利用したが、４つの送出口を頂点とする矩形の少なくとも一
方の対角線上に位置する２つの送出口６５４を利用してもよい。
【０１０６】
　前記各実施形態では、送出口６５４Ｕ１，６５４Ｕ２は、発光管５１を挟んで略対称位
置に形成及び配置されるとしたが、本発明はこれに限らない。また、前記実施形態では、
各送出口６５４は、スリット状に形成されるとしたが、本発明はこれに限らない。すなわ
ち、生じた衝突噴流を発光部５１１に吹き付けることができれば、冷却空気を送出する送
出口の位置及び形状は問わない。送出口６５４Ｄ１，６５４Ｄ２についても同様である。
【０１０７】
　前記各実施形態では、２つの送出口６５４に均等に冷却空気を分流するために、ダクト
７の開口部７４１に板状部材としての金網７６を配置し、或いは、第１ダクト部８４に当
該第１ダクト部８４の平均断面積より小さい開口面積を有する開口部８４１を形成すると
したが、本発明はこれに限らない。すなわち、他の構成により、冷却空気を分流してもよ
い。例えば、金網７６に代えて、メッシュ様の合成樹脂製部材を採用してもよい。更に、
各送出口６５４に冷却空気を送出するファン及びダクトを、送出口ごとに設けてもよい。
【０１０８】
　前記各実施形態では、収納空間ＲＳ内に導入される冷却空気が通過する送出口６５４を
、第１本体部６１内に収納される遮光部材６５に形成したが、本発明はこれに限らない。
例えば、第１本体部６１に形成してもよい。すなわち、収納体内に冷却流体を導入可能な
開口部であればよい。
【０１０９】
　前記各実施形態では、プロジェクター１Ａ～１Ｃは、３つの液晶パネル４４２（４４２
Ｒ，４４２Ｇ，４４２Ｂ）を備えるとしたが、本発明はこれに限らない。すなわち、２つ
以下、あるいは、４つ以上の液晶パネルを用いたプロジェクターにも、本発明を適用可能
である。
　また、前記各実施形態では、光学ユニット４は平面視略Ｌ字形状を有した構成を説明し
たが、これに限らず、例えば、平面視略Ｕ字形状を有した構成を採用してもよい。
　さらに、前記各実施形態では、光束入射面と光束射出面とが異なる透過型の液晶パネル
４４２を用いていたが、光入射面と光射出面とが同一となる反射型の液晶パネルを用いて
もよい。
【０１１０】
　前記各実施形態では、光変調装置として液晶パネル４４２を備えたプロジェクター１Ａ
～１Ｃを例示したが、入射される光束を画像情報に応じて変調した画像光を形成する光変
調装置であれば、他の構成の光変調装置を採用してもよい。例えば、マイクロミラーを用
いたデバイスなど、液晶以外の光変調装置を用いたプロジェクターにも、本発明を適用す
ることも可能である。このような光変調装置を用いた場合、光束入射側及び光束射出側の
偏光板４４３，４４５は省略できる。
【０１１１】
　前記各実施形態では、被投射面に対する画像光の投射方向と、当該画像光に係る画像の
観察方向とが略同じであるフロントタイプのプロジェクター１Ａ～１Ｃを例示したが、本
発明はこれに限らない。例えば、投射方向と観察方向とがそれぞれ反対方向となるリアタ
イプのプロジェクターにも適用できる。
　また、前記各実施形態では、光源装置５，５Ａ～５Ｃを、プロジェクター１Ａ～１Ｃに
採用したが、本発明はこれに限らない。すなわち、このような光源装置５，５Ａ～５Ｃは
、スタンド等の照明装置に利用することも可能である。
【産業上の利用可能性】
【０１１２】
　本発明は、放電発光型の発光管を有する光源装置に利用でき、特にプロジェクターに採
用される光源装置に好適に利用できる。
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【符号の説明】
【０１１３】
　１Ａ～１Ｃ…プロジェクター、５，５Ａ～５Ｃ…光源装置、７，８，９…ダクト、４５
…投射光学装置、５１…発光管、５２…副反射鏡（第１反射部材）、５５…主反射鏡（第
２反射部材）、５７…ハウジング（収納体）、７６…金網（板状部材）、４４２（４４２
Ｒ，４４２Ｇ，４４２Ｂ）…液晶パネル（光変調装置）、５１１…発光部、５１２…封止
部、６５４（６５４Ｕ１，６５４Ｕ２，６５４Ｄ１，６５４Ｄ２）…送出口（開口部）、
８４１…開口部（通過口）、５５２１…反射面、ＣＰ…衝突位置、Ｅ（Ｅ１，Ｅ２）…電
極、ＲＳ…収納空間。

【図１】 【図２】
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